
 
 

令和７年度第２回 岩手県地域職業能力開発促進協議会 

 

日 時：令和８年３月１６日（月） 

１０時００分～ 

場 所：盛岡第２合同庁舎３階共用会議室 

 

次   第 
 
１ 開  会  

 

２ 岩手労働局長挨拶  

 

３ 議  事                                                    

（１）報告事項  

① ハロートレーニングの実施状況について 

② 地域におけるリスキリングの推進に関する事業について    

（２）協議事項   

① 令和８年度岩手県地域職業訓練実施計画（案）について 

  ② 公的職業訓練効果検証ワーキンググループの訓練効果の把握・検証について 

（３）その他 

  ① 令和７年度キャリア形成・リスキリング推進事業について 

  ② 令和７年度生産性向上支援訓練について 

  ③ 職業訓練ニーズ調査について 

 

４ 閉  会  
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岩手県地域職業能力開発促進協議会設置要綱 

 

１ 目的 

岩手労働局及び岩手県（以下「関係機関」という。）は、職業能力開発促進法

（昭和44年法律第64号）第15条の規定に基づき、都道府県の区域において、地

域の関係機関が参画し、同法第16条第１項の規定に基づき設置する公共職業能力

開発施設において実施する職業訓練（同法第15条の７第３項の規定に基づき実施

する職業訓練を含む。）及び職業訓練の実施等による特定求職者の就職の支援に関

する法律（平成23年法律第47号）第４条第２項に規定する認定職業訓練（両訓練

を合わせて、以下「公的職業訓練」という。）を実施するに当たり、地域における

人材ニーズを適切に反映した訓練コースの設定を促進するとともに、訓練効果の把

握・検証を通じた訓練内容の改善等の協議を行う岩手県地域職業能力開発促進協議

会（以下「協議会」という。）を設置する。 

 

 ２ 設置主体 

岩手労働局及び岩手県 

 

３ 構成員 

協議会は、以下に掲げる者を構成員とする。 

（１）岩手労働局 

（２）岩手県 

（３）職業訓練若しくは職業に関する教育訓練を実施する者又はその団体 

（４）労働者団体 

（５）事業主団体 

（６）職業紹介事業者若しくは特定募集情報等提供事業者又はその団体 

（７）学識経験者 

（８）その他関係機関が必要と認める者 

 

４ 任期 

  協議会委員の任期は２年間とする。ただし、補欠の委員の任期は、前任者の残任

期間とする。 

 

５ ワーキンググループ 

協議会は、協議事項の検討に必要なワーキンググループを設置することができ

る。 

資料１－１ 
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６ 会長 

（１）協議会に会長を置き、委員の互選により選任する。 

（２）会長は、会議の議長となり、議事を整理する。 

（３）会長に事故があるときは、あらかじめその指名する委員が、その 

職務を代理する。 

 

７ 協議会の開催 

年２回以上の開催とする。 

 

８ 協議事項 

次に掲げる事項について協議する。 

（１） 公的職業訓練について、地域の人材ニーズ及び実施状況を踏まえた 

訓練コースの設定に関すること。 

（２）公的職業訓練について、訓練効果の把握・検証等に関すること。 

（３）キャリアコンサルティングの機会の確保その他の職業能力の開発及 

び向上の促進のための取組に関すること。 

（４）公的職業訓練の実施にあたり年度計画の策定に関すること。 

（５）地域の訓練ニーズを踏まえた教育訓練給付制度による訓練機会の確保等に関

すること。 

（６）その他必要な事項に関すること。 

 

９ 事務局 

協議会の事務局は、岩手労働局職業安定部に置く。 

 

10 その他 

（１） 協議会資料及び議事録等については、協議会において申し合わせた 

場合を除き、公開とする。 

（２） 協議会の事務に従事する者又は従事した者は、職業能力開発促進法 

第15条第３項の規定により、正当な理由なく、協議会の事務に関して 

知り得た秘密を漏らしてはならない。 

（３）この要綱に定めるもののほか、協議会に関し必要な事項は別に定め 

る。 

 

附 則 

  この要綱は、令和4年11月2日から施行する。 
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附 則 

  この要綱は、令和6年3月14日から施行する。 

 



地域職業能力開発促進協議会（令和４年１０月施行）

①人材ニーズを踏まえた訓練コースの設定

国及び都道府県は、地域の関係者・関係機関を参集し、職業能力に関する有用な情報を

共有し、地域の実情やニーズに即した公的職業訓練の設定・実施、職業訓練効果の把握・検
証等を行う都道府県単位の協議会を組織する。

訓練効果の把握・検証

修了者
採用企業

訓練機関
ヒアリング

カリキュラ
ム等の改善

【構成員】
①都道府県労働局 ②都道府県 ③公共職業能力開発施設を設置する市町村
④職業訓練・教育訓練実施機関（専門学校・各種学校、高齢・障害・求職者雇用支援機構、リカレント教育実施大学等 等）

⑤労働者団体 ⑥事業主団体 ⑦職業紹介事業者（団体）又は特定募集情報等提供事業者（団体）
⑧学識経験者
⑨その他協議会が必要と認める者（例：デジタル分野の専門家、地方自治体の生活困窮者自立支援制度主管部局 等）

キャリアコンサルティング、
その他の職業能力開発に関す
る取組の共有
キャリコンサルティング、リカレント教育等

「地域職業訓練実施
計画」と実績とのミ
スマッチの検証

地域の人材ニーズや検証を踏まえた
「地域職業訓練実施計画」の策定

訓練コースの設定

地
域
職
業
能
力
開
発
促
進
協
議
会
の
協
議
事
項

・・・主催

職業訓練の実施

職業訓練機関等

将来的に必要となるスキルも
含め、地域の詳細な人材ニー
ズの把握
経済情報、労働市場情報、企業ニーズ等

⇒ ニーズを踏まえた精度の高い訓練を実施

⇒ 個別コースの質の向上を促進②訓練効果の把握・検証 (協議会の下のワーキンググループで実施)

資料1-２



令和８年3月16日（月）

厚生労働省

岩手労働局職業安定部訓練課

ハロートレーニング（公的職業訓練）の実施状況について

〈令和7年度第2回 岩手県地域職業能力開発促進協議会資料〉

資料 ２



１ ハロートレーニング（公共職業訓練・求職者支援訓練）の概要

障害者向け学卒者向け在職者向け離職者向け
①対象：ハローワークの

求職障害者(無料)
特別支援学校の
卒業未内定者

②期間：概ね３か月～
１年

③実施機関：
・民間教育訓練機関・

企業等
（岩手県の委託）

①対象：高等学校の
卒業者等(有料)

②期間：１年~２年
③実施機関：

・岩手県
（職業能力開発校）

①対象：在職者(有料)
②期間：概ね２日~５日
③実施機関：

・国
（ポリテクセンター岩手

生産性向上人材育成
センター）

・岩手県
（職業能力開発校）

①対象：ハローワークの求職者
主に雇用保険受給者(無料(テキスト代等除く))

②期間：概ね３か月～２年
③実施機関：

公
共
職
業
訓
練

①対象：ハローワークの求職者
主に雇用保険を受給できない方

（無料（テキスト代等除く))
②期間：２か月~６か月
③実施機関：(独)高齢・障害・求職者雇用支援機構の

認定を受けた民間教育訓練機関等
〈基礎コース〉

社会人としての基礎的能力を習得する訓練
〈実践コース〉

基礎的能力から実践的能力まで一括して習得する
訓練

※ 求職者支援訓練は、雇用保険と生活保護の間
を繋ぐセーフティーネットの一つと位置づけら
れ、平成２３年から運用開始。

受講者には「職業訓練受講給付金」として、
月１０万円＋交通費・寄宿手当を支給。
（世帯収入等の要件あり）

求
職
者
支
援
訓
練

●民間教育訓練機関等（岩手県の委託）
事務系、介護系、情報系等
モデルカリキュラムなどによる訓練を実施

【 委 託 訓 練 】

●国（ポリテクセンター岩手）
主にものづくり分野の高度な訓練を実施
（金属加工科、電気設備技術科等）

【 施設内訓練 】

【 委託訓練の種類 】

●離職者再就職訓練
・短期訓練コース（３か月・６か月）
・長期高度人材育成コース（２年／介護福祉士、保育士養成コース他）

●母子家庭の母等の職業自立促進訓練
ひとり親の家族の母親を対象とした短期育成コース（３か月）

●日本版デュアルシステム訓練
就業経験の少ない方を対象としたコース、企業実習を含む実践的訓練

●ｅラーニングコース
外出に制限がある方、居住地に訓練実施機関がない方等に対する情報
通信機器を活用した訓練

1



２－１ 全国のハロートレーニングの受講状況
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２－２ 全国のハロートレーニングの受講状況
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３ 県内の過去3年間における雇用指標及びハロートレーニング
実施状況の推移

※新規求職申込件数・有効求職者数・有効求人数は、一般及びパートの合計です。
※雇用保険受給資格決定件数は、一般求職者給付の件数です。
※有効求職者数・有効求人数は、その年度における平均です。

4

R4 R5 R6
63,489 62,121 58,790
13,436 14,468 13,023
21,174 21,391 21,024
27,995 26,070 24,945
1.32 1.22 1.19
2,562 2,509 2,334

求職者支援訓練 780 686 682
委託訓練 1,414 1,455 1,309
施設内訓練 368 368 343

訓練受講者数 1,961 1,874 1,746
求職者支援訓練 511 436 484
委託訓練 1,182 1,187 992
施設内訓練 268 251 270

充足率 76.5% 74.7% 74.8%
求職者支援訓練 65.5% 63.6% 71.0%
委託訓練 83.6% 81.6% 75.8%
施設内訓練 72.8% 68.2% 78.7%

訓練開講定員

新規求職申込件数

雇用保険受給資格決定件数

有効求職者数

有効求人数

有効求人倍率



４ 県内のハロートレーニング（離職者向け）実施状況の推移

●実施コース数・実施率

●受講者数・充足率

●就職者数・就職率
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５－１ 公共職業訓練（委託訓練）の実施状況

6

令和７年度

就職率
定員

充足率
応募倍率受講者数

コース
定員の計

コース数分 野

66.7％78.1%0.89 11815114ＩＴ分野

74.0%76.7%0.91 49464444営業・販売・事務分野

42.9％58.3%0.64 42725医療事務分野

‐71.6%0.78 638816介護・医療・福祉分野

‐‐‐000農業分野

‐‐‐000旅行・観光分野

68.8%74.9%0.81 17323115デザイン分野

‐‐‐000製造分野

55.0%72.0%0.92 18252建設関連分野

‐154.5%1.55 17117理容・美容関連分野

40.0％94.4%1.17 17186その他分野

68.7%76.0%0.88 9421,240109合計

67.7%76.2%0.84 29138229（参考）デジタル分野(※)
※ デジタル分野は上記のそれぞれの分野に分布していることから、別集計としている。

（注１） 令和７年１２月末現在の状況。就職率については令和７年4月以降確定分のみで算出。



令和７年度

就職率
定員

充足率
応募倍率受講者数

コース
定員の計

コース数分 野

‐‐‐000ＩＴ分野

‐‐‐000営業・販売・事務分野

‐‐‐000医療事務分野

‐‐‐000介護・医療・福祉分野

‐‐‐000農業分野

‐‐‐000旅行・観光分野

‐‐‐000デザイン分野

85.7%54.0%0.65 8115011製造分野

77.3%51.1%0.56 23453建設関連分野

‐‐‐000理容・美容関連分野

73.5%104.0%1.20 78756その他分野

80.0%67.4%0.79 18227020合計

82.8%47.8%0.53 43906（参考）デジタル分野(※)
※ デジタル分野は上記のそれぞれの分野に分布していることから、別集計としている。

（注１） 令和７年１２月末現在の状況。就職率については令和７年4月以降確定分のみで算出。

7

５－２ 公共職業訓練（施設内訓練）の実施状況
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５－３ 求職者支援訓練の実施状況

令和７年度

就職率
定員

充足率
応募倍率受講者数

コース
定員の計

コース数分 野

‐100.0％1.4860605ＩＴ分野

74.4%71.7%0.94 861209営業・販売・事務分野

‐60.0%0.70 18302医療事務分野

71.4%71.1%0.71 32453介護・医療・福祉分野

‐‐‐000農業分野

‐‐‐000旅行・観光分野

‐75.9%1.02 41544デザイン分野

‐‐000製造分野

‐‐‐000建設関連分野

‐‐‐000理容・美容関連分野

‐‐‐000その他分野

50.0%68.6%0.81 59868基礎

65.7％74.9%0.96 29639531合計

‐88.6%1.26 1011149（参考）デジタル分野(※)
※ デジタル分野は上記のそれぞれの分野に分布していることから、別集計としている。

（注１） 令和７年１２月末現在の状況。就職率については令和７年４月以降確定分のみで算出。

（注２） 就職率については、以下の算定式（ただし、式の分母分子から訓練終了日において65歳以上の者を除く。）により算出。

就職者数(雇用保険適用) ÷ 修了者等数（①就職理由中退者＋②訓練修了者－③次の訓練を受講する者(基礎コースのみ)）



５－４ 種類別ハロートレーニングの実施状況
（５－１～５－３の合計）
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令和７年度

定員
充足率

応募倍率受講者数
コース

定員の計
コース数分 野

84.4%1.0617821119ＩＴ分野

75.9%0.9258076453営業・販売・事務分野

58.8%0.66601027医療事務分野

71.4%0.769513319介護・医療・福祉分野

‐‐0 0 0 農業分野

‐‐0 0 0 旅行・観光分野

75.1%0.8521428519デザイン分野

54.0%0.658115011製造分野

58.6%0.6941705建設関連分野

154.5%1.5517117理容・美容関連分野

102.2%1.19959312その他分野

68.6%0.8159868基礎

74.5%0.881,4201,905160合計

74.2%0.8843558644（参考）デジタル分野(※)
※ デジタル分野は上記のそれぞれの分野に分布していることから、別集計としている。

（注１） 令和７年１２月末現在の状況。
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６ 地域別ハロートレーニング（離職者向け）実施機関の状況

●令和7年度 ハロートレーニング実施機関（令和7年４月~12月開講分）●ハロートレーニング受講者の状況（令和４年度～令和６年度開講分）

■支援訓練
■委託訓練
■施設内訓練

24 25 26 27 28

一関

沼宮内

ﾎﾟﾘﾃｸ花巻

遠 野

二 戸

釜 石

花 巻

水 沢

北 上

大船渡

久慈

①②③④⑤
⑥⑦⑧⑨⑩
⑪ ⑫
⑬ ⑭
⑮⑯⑰

⑱

⑲

⑳

㉑㉒㉓

㉔㉕㉖㉗㉘

㉙㉚㉛

㉜㉝㉞㉟㊱

㊲

㊳

㊴

一 関

盛 岡

支援訓練実施機関
委託訓練実施機関
両訓練実施機関



７ 託児サービス付き訓練の実施状況

●託児サービス付き訓練の周知・広報例（募集チラシ）
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令和７年度における託児サービス付き訓練の実施状況

（１月末現在）

利用者数枠数コース数

３人３２人８
求職者支援

訓練

１人４０人８委託訓練

４人７２人１６合計



職業能力形成機会に恵まれなかった非正規雇用労働者等の方が国家

資格等の取得により正社員就職を目指す訓練。

令和８年度２１コース、定員数４９名

・令和７年度の定員充足率：66.7％

８ 長期高度人材育成コースの推進

12

開催地区コース数／定員／入校者数

令和８年度令和８年度開講令和７年度開講

盛岡、北上3コース／10名／ -3コース／11名／5名
介 護
福祉士

盛岡、北上
一関

5コース／15名／ -5コース／16名／14名保育士

盛岡、北上3コース／9名／ -3コース／9名／4名情報系

盛岡2コース／3名／ -2コース／2名／1名調理師

花巻、一関2コース／4名／ -3コース／3名／‐理容師

盛岡、花巻
一関

3コース／5名／ -4コース／5名／10名美容師

盛岡
2コース／2名／ -2コース／4名／‐スポーツ

ビジネス

盛岡1コース／1名／ -1コース／1名／ -建築デザイン

21コース／49名／-23コース／51名／34名計

令和７・８年度における長期高度人材育成コースの実施状況



９ 令和７年度 ハロートレーニング（離職者訓練以外）の実施状況

（１）公共職業訓練（学卒者訓練） ※令和７年１２月末現在 ／（ ）内は令和６年度計

Ｒ７就職率Ｒ７充足率Ｒ７実績Ｒ７定員科 名訓練課程施設名

90.0%（100.0%）52.5%（65.0%）21人（26人）40人（40人）メカトロニクス技術科

専門課程

産業技術短期大学校本校

100.0%（100.0%）95.0%（95.0%）38人（38人）40人（40人）電子技術科

75.0%（100.0%）97.5%（97.5%）39人（39人）40人（40人）建築科

87.0%（95.2%）115.0%（115.0%）46人（46人）40人（40人）産業デザイン科

100.0%（100.0%）95.0%（102.5%）38人（41人）40人（40人）情報技術科

100.0%（－%）20.0%（20.0%）2人（2人）10人（10人）産業技術専攻科応用短期課程

100.0％（100.0%）50.0%（57.5%）20人（23人）40人（40人）生産技術科

専門課程産業技術短期大学校水沢校 100.0%（100.0%）35.0%（50.0%）14人（20人）40人（40人）電気技術科

100.0%（100.0%）42.5%（50.0%）17人（20人）40人（40人）建築設備科

100.0%（100.0%）50.0%（47.5%）20人（19人）40人（40人）自動車システム科普通課程千厩高等技術専門校

100.0%（100.0%）30.0%（26.7%）9人（8人）30人（30人）自動車システム科
普通課程宮古高等技術専門校

100.0%（100.0％）10.0%（20.0%）1人（2人）10人（10人）金型技術科

100.0%（100.0%）40.0%（35.0%）16人（14人）40人（40人）自動車システム科
普通課程二戸高等技術専門校

100.0%（100.0%）20.0%（33.3%）6人（10人）30人（30人）建築科

94.3%（99.3%）59.8%（64.2％）287人（308人）480人（480人）合 計
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訓練科名Ｒ７実績Ｒ７定員実施回数施設名

新入社員研修、管理者傾聴スキル、I

SO内部監査員養成、シーケンス制御

基礎、電気工事士受験コース、Excel

ビジネス活用、RPA、建築施工管理

技術検定、その他

1,197人（1,229人）1,090人（1,178人）48回（59回）産業技術短期大学校本校

中堅社員研修、コミュニケーション

技法、ISO内部監査員養成、機械検査

技能検定受検コース、その他

352人（323人）395人（390人）23回（21回）産業技術短期大学校水沢校

新入社員研修、ISO内部監査員養成、

シーケンス応用、Excelビジネス活用、

フォトショップ、Jw‐Cad、その他

211人（230人）239人（280人）22回（22回）宮古高等技術専門校

管理監督者研修、ビジネスコミュニ

ケーション、ISO内部監査員養成、E

xcelビジネス関数、伝わる印刷物作

成講座、その他

89人（162人）250人（280人）22回（20回）二戸高等技術専門校

生産技術科、電気技術科、制御技術

科、建築科
337人（341人）581人（610人）57回（62回）

岩手職業能力開発促進ｾﾝﾀｰ

（ポリテクセンター岩手）

2,186人（2,285人）2,555人（2,738人）172回（184回）合 計

（２）公共職業訓練（在職者訓練） ※令和７年１２月末現在 ／（ ）内は令和６年度計
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９ 令和７年度 ハロートレーニング（離職者訓練以外）の実施状況



コース名Ｒ７実績Ｒ７定員種別施設名

知識・技能習得訓練コース、実践能

力習得訓練コース、特別支援学校早

期訓練コース

3人（6人）14人（12人）

委託

産業技術短期大学校本校

5人（13人）5人（7人）産業技術短期大学校水沢校

2人（1人）7人（7人）宮古高等技術専門校

10人（20人）26人（26人）合 計

コース名Ｒ７実績Ｒ７定員実施回数施設名

職場のリーダーに求められる統率力

の向上、品質管理実践、後輩指導力

の向上と中堅・ベテラン従業員の役

割、効率よく分析するためのデータ

集計、他

675人（1,092人）1,146人（1,269人）83回（115回）
岩手職業能力開発促進センター

（ポリテクセンター岩手）

（３）生産性向上支援訓練 ※令和７年１２月末現在 ／（ ）内は令和６年度計

（４）障がい者等に対する公共職業訓練の対象者数等 ※令和７年１２月末現在 ／（ ）内は令和６年度計
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９ 令和７年度 ハロートレーニング（離職者訓練以外）の実施状況



１０ ハロートレーニングの認知度向上に向けた周知・広報
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ハローワーク職員、関係機関職員によるポリテクセンター岩手の施設見学

県内のジョブカフェ、若者サポートステーション、社会福祉協議会等の生活困窮者支援窓口の職員に参加を呼びかけ、７月～９月に

施設見学を実施。

ハローワーク・労働局職員４８名、関係機関３９名（１２施設）参加



１０ ハロートレーニングの認知度向上に向けた周知・広報

・関係機関のHPへ周知用バナーを掲載

・求人情報誌「Be‐job」への掲載

・ポケットティッシュによる広報

SNSを利用した周知 X（旧Twitter）
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●労働局で行っている取組

・労働局ホームページへの掲載

・SNS（Instagram、X（旧Twitter））を利用し、訓練コースや

求職者支援制度などを発信

・民放ラジオを利用した広報

・ポスターを利用した周知

・動画投稿サイト（YouTube）での広告放映

YouTubeを利用した周知（４３万回再生）

ポケットティッシュによる広報



１１ 求人事業所向けセミナー
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県内事業所に向けてオンライン

でセミナーを開催


